
論点の整理

技術分野横断的な協業の進展や、知的財産推進計画２０１６
等の政府における議論を踏まえた、特許制度・運用における
今後の対応の在り方。

資料６

権利活用

特許行政

知財紛争処理

その他

オープン・クローズ戦略の深化等

産業構造の変化を踏まえたユーザーの利便性向上に資す
る特許行政の体制、情報システム、手続等

知財紛争処理システムの一層の機能強化等（※）
※参照：資料７ 「知財紛争処理システムの機能強化に向けた方向性について」、資料
１０「知的財産推進計画２０１６」

国内外におけるパテントトロールの動向と企業の対策等

＜テーマ＞ ＜一例＞


